
東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災にににに係係係係るるるる被災代替住宅用地申告書被災代替住宅用地申告書被災代替住宅用地申告書被災代替住宅用地申告書    

平成  年  月  日 

 

鉾田市長 様 

 

（申告者）住所又は所在地  〒 

                                                  

氏名又は名称   ﾌﾘｶﾞﾅ                         

 

                         印 

電話     （     ）      

 東日本大震災により滅失し,又は損壊した家屋の敷地の用に供されていた土地に代わる土地を取得したので地

方税法附則第５６条第１０項の規定に基づく特例の適用について次のとおり申告します。 

平成 23 年度の納税義務者 

 

（原則として平成 23 年 1 月

1 日現在の登記簿上の所有

者です。申告者と同一の場合

は記入不要です。） 

住所 
 

 

ﾌﾘｶﾞﾅ  

氏名 
 

 

納税義務者と申告

者との関係 

□ 相続人  

□ 三親等内の親族で代替土地に新築される住宅に同居をする

予定の者 

□ 所有者である法人に合併・分割があった場合，その異動によ

り，被災住宅用地に係る事業を承継された法人 

所有権移転月日 平成    年    月    日 

所有権移転原因 □相続 □その他（      ） 

※被災住宅用地の 

所在地及び地積 

所在地      ．  ㎡ 

所在地      ．  ㎡ 

共有物である場合の持分割合           分の 

被災住宅用地の代替土地の

所在地及び地積 

所在地      ．  ㎡ 

所在地      ．  ㎡ 

代替土地の取得日 平成    年    月    日 

代替土地が共有物である場合の持分割合 分の 

滅失又は損壊した家屋 

納税義務者  

所在地  

家屋番号  用途・構造  

り災証明 

の判定 
全壊（全焼） ・ 大規模半壊 ・ 半壊（半焼） 

住宅用地として使用するこ

とのできない理由 

□ 経済的事情により，住宅再建に時間がかかる 

□ がれき等の処理で物理的に使用できない 

□ 土地を巡る権利関係の調整に時間がかかる 

□ その他（                       ） 

備  考 
 

 



◎特例の概要 

    被災住宅用地の所有者等が、被災住宅用地に代わる土地（代替住宅用地）を平成 33 年 3 月 31 日までに取得した場合、その土

地が更地等であっても取得後 3 年間に限り住宅用地とみなして、固定資産税を軽減する特例措置を受けることができます。 

 

◎特例措置の対象となる資産及び特例の内容 

１） 代替住宅用地の要件（以下のすべての要件を満たすこと） 

ア 被災住宅用地の代替土地であること  

イ 代替土地に住宅を建築する予定であること  

ウ 代替土地が家屋または構築物の敷地になっていない土地であること  

２）特例内容 

    被災住宅用地において住宅用地の特例の適用のあった面積を上限に、代替土地に住宅用地特例を適用 

３）特例の適用期間 

    平成 23 年 3 月 11 日から平成 33 年 3 月 31 日までの間に、被災住宅用地の代わりに代替土地を取得した翌年から 3 年間（た

だし、期間内に事業所用地等にするなどした場合は特例の適用から外れ、その後更地に戻しても、再度特例の適用にはなりま

せん。） 

 

◎特例対象者 

１） 被災住宅用地の所有者  

２） １）の相続人  

３） １）の三親等内の親族で新築する住宅に 1 と同居する予定である者  

４） １）との合併・分割によりその被災住宅用地に係る事業を継承した法人  

 

◎提出書類 

１） 東日本大震災に係る被災代替住宅用地申告書 

２） り災証明書（半壊以上の判定のあるもの）  

３） 代替土地に住宅を新築する予定であることを約する書類（新築住宅の建築概要書等）  

４） 代替土地の面積を証明する書類（代替土地の登記事項証明書等）  

５） 被災住宅用地が鉾田市以外に所在し、鉾田市内に代替土地を取得した場合は、平成 23 年度において被災住宅用地が住宅用

地の特例を受けていたことを証明する書類（納税通知書の課税明細書等）  

６） 特例対象者１）の場合は相続したことを証明する書類（被災住宅用地の登記事項証明書等）  

７） 特例対象者３）の場合は三親等内であることを証明する書類（戸籍謄本等）及び特例対象者 1 と同居する予定であること

を約する書類  

８） 特例対象者４）の場合は特例対象者１）との関係を証明する書類（法人登記簿の登記事項証明書）  

 

◎提出期限及び提出先 

  代替土地を取得した年の翌年の 1 月 31 日までに市役所税務課・総合支所窓口グループへ提出してください。 

  （例：平成 24 年 8 月に代替土地を取得した場合は、平成 25 年 1 月 31 日まで） 

 

下記の欄は記載しないでください。 

 

 

 

 

 

※「被災住宅用地」とは，東日本大震災の影響により滅失・損壊した住宅の敷地で，平成 23 年度の固定資産税において住宅用地の 

課税標準の特例の適用のあった土地をいいます。 

本人確認 

□ 免許証  □ 保険証  □ その他（            ） 


